
補正額（歳出第２部） ３億９７７７万８千円

○ビジネス活動グリーン化推進事業
事業費 １億５９９８万９千円
（特定財源 経済対策臨時交付金 １億３９９８万９千円、産業経済振興基金から繰入 ２０００万円）
事業内容 ①環境負荷低減型新技術開発支援（中小企業と工業研究所の共同研究）

②大阪発 温室効果ガス排出量取引市場創出検討調査
③中小企業事業所の省エネ促進（普及セミナー、診断、制度融資、モデル事業、啓発・広報）

○太陽光発電設備の導入
中央卸売市場事業会計への繰出 ２１年度分 ７６０万６千円（設計費）
２２年度分 １億５０３６万円（工事費）→都市整備事業基金への積立
（特定財源 全額 公共投資臨時交付金）
食肉市場事業会計への繰出 ２１年度分４５２万３千円（設計費）
２２年度分６５１０万円（工事費）→都市整備事業基金への積立
（特定財源 全額 公共投資臨時交付金）

緊急雇用創出事業
○緊急金融対策にかかる相談体制強化
事業費 １０２０万円（特定財源 全額緊急雇用創出基金）
事業内容 認定・相談業務体制を強化し、迅速な対応を図る

平成２１年度補正予算の概要平成２１年度補正予算の概要（経済局）（経済局）

２
料

資



緊急経済対策にかかる大阪市の対応

国の動き

◎安心実現のための緊急総合対策 １１．５兆円程度 ◎ 平成20年度12月補正予算 ２７億円

○平成20年度第１次補正予算（平成20年10月16日成立） ・校舎等耐震補強工事　など

・緊急保証・貸付、防災・耐震対策　

・「地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金」　　など

◎生活対策 ２６．９兆円程度 ◎ 大阪市緊急経済対策　　 １，８５２億円

○平成20年度第２次補正予算（平成21年１月27日成立） ・雇用支援対策　　　　  ４６億円

・定額給付金、緊急保証・貸付 ・中小企業支援対策　 １，２５８億円

・「地域活性化・生活対策臨時交付金」　など ・生活支援・安心対策     ５４８億円

・官公需対策

◎生活防衛のための緊急対策 ３７兆円程度

・「地域活性化・生活対策臨時交付金」 　 ○平成20年度　２月補正予算　 ５２１億円

・「ふるさと雇用再生特別交付金」 ・定額給付金の支給

・「緊急雇用創出事業」　　など ・子育て応援特別手当の支給　　など

○平成21年度当初予算（平成21年３月27日成立） 　 ○平成21年度　当初予算　　 １，３３１億円

・雇用創出のための地方交付税増額 ・緊急対策資金融資の継続実施

・経済緊急対策予備費の新設　など 　　預託額1,000億円（20年度534億円）

・妊婦健診の公費負担の拡充（7→14回）　　など

◎経済危機対策 　 　１５．４兆円程度

○平成21年度第１次補正予算（平成21年５月29日成立） ◎ 平成21年度６月補正予算　

・「緊急雇用創出事業」 　国の「経済危機対策」による財源を活用

・「地域活性化・公共投資臨時交付金」

・「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」　　など
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大阪のグリーンビジネス発展に向けて需給の好循環を創ります 

～「ビジネス活動※グリーン化推進事業」で省・新エネの企業の取り組みを様々な角度から支援～ 

 
 
大阪市では、低炭素社会の構築に向けた世界的な機運の高まりを新産業振興のチャンスと捉

え、‘環境への配慮が商品価値を持つ社会’への産業転換を見据えた施策として、グリーンビジ

ネスの育成と発展を図ります。 

グリーンビジネスは、世界同時不況からの経済再生を図る新たな産業活力として注目され、

将来、大阪経済の発展に向けた大きな推進力となることも期待されます。そこで、市内中小企

業の省エネルギー化や新エネルギー活用に資する機器等の導入を促進して需要を喚起するとと

もに、環境関連技術の開発を支援することで、製品の低価格化・高付加価値化を推進し、グリ

ーン製品の需要と供給の好循環を創出します。さらに、こうした取り組みで市内事業所のグリ

ーン化が進み、ＣＯ２削減が期待できることから、その成果を排出量取引ビジネスにつなげて、

大阪を排出量取引の先進都市にすることをめざして基礎調査を行います。 

こうした様々な角度からの取り組みを総合的に進めることにより、大阪のグリーンビジネス

市場の持続的発展、ひいては大阪経済の活性化を目指します。 

 

※省エネルギーの推進、新エネルギーの普及、環境負荷の少ない製品の使用など地球環境に配慮した形に転換していくこと 

 

 

《平成21年度補正予算「ビジネス活動グリーン化推進事業」のポイント》 

 

１. 環境負荷低減型新技術開発支援    【平成21年度補正予算額：4,100万円】 

・環境負荷低減に資する技術開発に取り組む中小企業を工業研究所が支援します 

 

２. 大阪発 温室効果ガス排出量取引市場創出検討調査    【  〃  ：1,000万円】 

・中小企業のまち大阪の視点から、排出量取引の市場創出に向けた調査を行います 

 

３. 中小企業事業所の省エネ促進    【  〃  ：1億900万円】 

・市内中小企業等の省・新エネへの取り組みに対する意欲を高めます 

○省・新エネ分野の普及セミナーや設備導入にかかるマッチングの推進   

○省エネ診断の実施  ○本事業等による成果を通じた市内企業の啓発 

・省・新エネ関連機器の導入に意欲を持つ事業者の経費負担を軽減します 

○省エネ設備導入資金の融資  ○省・新エネ機器普及モデル事業の実施 

 

 

 

 



《平成21年度補正「ビジネス活動グリーン化推進事業」による主な取り組み》 

 

１. 環境負荷低減型新技術開発支援 

大阪市立工業研究所において、めっきなど大阪の地場技術の環境負荷低減やコスト削減を目

指し、中小ものづくり企業と共同で技術開発を行い、研究成果を広く市内企業に技術移転して、

ビジネス活動のグリーン化やグリーンビジネス市場の拡大を図る。 

 

２. 大阪発 温室効果ガス排出量取引市場創出検討調査 

大阪を排出量取引のビジネス先進都市にすることをめざし、中小企業のまち大阪の視点から、

少量単位の排出量の取りまとめ方なども視野に入れて、温室効果ガス削減等にかかる取り組み

の現況や取引の基礎となる排出削減量認証システムのあり方などにかかる基礎調査を実施する。 

 

３．中小企業事業所の省エネ促進 

（１） 省・新エネ分野の普及セミナー及び設備導入にかかるマッチング事業 

省エネルギー化や新エネルギーの活用に関心のある企業を対象に、省・新エネ関連機器や

サービス、その導入手法や効果に関するセミナーを開催し、省エネに関するノウハウを伝え

るとともに、省エネに取り組む意欲を喚起する。 

また、省エネ診断を受診するなど、コスト削減に向けて実際的な取り組みを検討している

事業者と、省エネ機器やサービスの販路拡大を図る事業者の商談の場を提供することで、機

器の導入を促進し、グリーンビジネスの活性化を図る。 

 

（２） 省エネ診断事業 

市内中小企業を対象にエネルギー管理士などの専門家による診断サービスを実施し、現状

の問題点とその改善点を提示する。また、合わせて、診断結果に基づいたコスト削減につな

がる対策案を企業とともに作成することで、市内中小企業の省エネに取り組む意欲を高め、

グリーン製品需要を拡大する。 

 

（３） 省エネ設備導入資金融資 

省エネ診断を受けた企業が、診断結果に基づいて省エネやコスト削減に資する機器等の導

入を図る取り組みにつながるよう、必要な資金を融資することで下支えする。 

 

（４） 省・新エネ機器普及促進事業 

省・新エネ関連機器の市場拡大に積極的に取り組むメーカーと、その導入を図る事業者と

のマッチングや調整を行う。また、公募により、コスト削減や環境負荷低減などの点におい

て市内中小企業への波及効果が高いと認められる事業については、採択した開発事業者、導

入事業者及び本市が共同でモデル事業を実施し、その取り組みを広くアピールすることで、

製品の低価格化と普及拡大を推進し、グリーンビジネス市場における需要と供給の拡大を図

る。 

 

（５） 本事業等の取り組み成果を通じた市内企業の啓発 

「ビジネス活動グリーン化推進事業」の取り組み事例、成果等をパンフレットやセミナー

などを通じて周知し、市内企業の啓発を推進し、一層の需要喚起を図る。 

 



《概略》
◎省・新エネへの取り組みを

軸に据えた施策をパッケー
ジ化して提供

《内容》

未
曾
有
の

経
済
危
機

中小企業者の最優先課題
は手元資金の確保
⇒「緊急金融対策」の実施

次は・・・

《これまでの経済施策》

●ものづくり、商店街など、
分野別で個別施策が並列

｢低炭素型社会｣
の構築に向けて
の世界的気運の

高まり

「環境への配慮が
商品価値を持つ

社会」へ

産業転換の
チャンス！

ビジネス活動
グリーン化推進事業(案)

グリーンな需要と供給の好
循環をつくる施策群

①中小企業事業所の省エネ
促進

②グリーン市場へ向けた
「売りづくり」

《景気回復時に向けた
先行投資に着手》

●新たな市場へ
一歩先んじるために

需要

供給

省・新エネビジネスを切り口に取り組む大阪市のチャレンジ

③排出量取引の先進都市を
めざして

将来へのチャレンジ

・普及セミナー、設備導入マッチング

・省エネ診断事業

・省エネ設備導入資金融資

・省・新エネ機器普及促進事業

・環境負荷低減型新技術開発支援

・排出量取引市場創出検討調査



研究開発促進

企業努力（CSR）

の商品化

排出量取引

市場の創出

↓

クレジットの

販売

導入企業のランニ

ングコスト低下

↓

競争力強化

動機付
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減
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の

活性化

③
大量生産による

低価格化
高付加価値化

グリーン製品

市場の拡大

割安感・需要拡大

技術開発支援②

購 買
増

①

価 格
高

市

④

価 格
安

省・新エネ製品

起爆剤
省エネ診断

マッチング

モデル事業
への資金
支援

融資

⑤
購 買
さらに増

ビジネス活動グリーン化推進事業の狙う好循環モデル

排出量取引

市場創出検討

調査
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